(別紙様式１)
令和　年度栃木の米づくりプロジェクト推進事業（栃木のお米収益力向上支援事業）
栃木のお米超低コスト生産対策事業実施計画書（実績書）
年　　月　　日
市町村名 (又は事業実施主体名)
第１	事業計画総括表
１　事業概要等
(1)生産実践事業
	No
	事業実施
主体名
	市町名
(地区名)
	構成戸数※1
(戸)
	受益面積
(ha)
	事業内容※2
	総事業費 (円)
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	県費
(円)
	市町費
(円)
	その他
(円)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１ 構成戸数は事業主体が1戸法人の場合においては記載しない。
※２ 事業内容は、実証する低コスト化技術の取組を記載すること。

(2)生産整備事業
	No
	事業実施
主体名
	市町名
(地区名)
	構成戸数※1 (戸)
	受益面積
(ha)
	取組内容（対象機械、機別、台数）※
	総事業費 (円)
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	県費
(円)
	市町費
(円)
	その他
(円)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１ 構成戸数は事業主体が1戸法人の場合においては記載しない。

２　事業完了（予定）年月日　		年　　月　　日

第２　事業実施主体の概要
１　事業実施主体の概要等
	設立 (予定) 年月日
	年月日

	法人形態
	

	構成現状
	

	
	構成員氏名
	年齢
	役職
	担当業務
	年間農業
従事日数

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１	関係書類として、「定款」の写しを別途添付すること。
※２	計画作成日時点で農地所有適格法人になっていない認定農業者または集落営農にあっては、設立予定を記載することとし、「６ 農地所有適格法人となるまでの取組計画」を作成する。
※３	法人形態については、農事組合法人、合名会社、合資会社、合同会社、株式会社の該当するものを記載すること。
※４　事業実施主体が、農業者が組織する団体の場合、実証ほを設置する農業者に下線を引く。

２　経営状況
事業実施年度の直近の決算書を添付すること。事業実施年度に法人化されていない場合で、決算書がない場合は、直近年の青色申告書を添付すること。

第３　事業実施主体における課題及び取組方針
１　低コスト化、規模拡大、省力化・効率化等の現状、課題及び取組方針
	現状

	

	課題（低コスト化、規模拡大、省力化・効率化）


	取組方針


	


　　　※取組方針については4 取組方針及び事業実施内容に詳細を記載すること

２　経営発展及び生産コストの低減目標
(1)事業実施主体の経営規模の目標
	[bookmark: _Hlk96286410]経営作目
	現状値(令和〇年度)
（事業開始前年度）
	令和〇年度
（事業実施１年目）
	令和〇年度
（事業実施２年目）
	目標値（令和〇年度）
（事業終了後２年後）

	
	作付面積 (ha)
	生産量 (t)
	作付面積 (ha)
	生産量 (t)
	作付面積 (ha)
	生産量 (t)
	作付面積 (ha)
	生産量 (t)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	水稲計
	
	
	
	
	
	
	
	

	特定
作業
受託
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経営面積合計
	
	
	
	
	
	
	
	

	経営規模
	所有地
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	借入地
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	特定作業受託
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	作業受託
	
	
	
	
	
	
	
	

	所　得（千円）
	
	
	
	
	
	
	
	

	雇用
	常時雇用(人)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	臨時雇用(人)
	
	
	
	
	
	
	
	



※１　成果目標値については、水稲作付面積で設定するが、参考値として他品目や経営状況を記載すること。
※２　「経営作目」欄には、水稲にあっては「主食用米、飼料用米、稲WCS、加工用米、輸出用米」、麦にあっては「二条大麦、六条大麦、小麦、その他 (麦)」、飼料作物にあっては「飼料とうもろこし、牧草」、園芸品目にあっては「品目名＋ (露地、施設の別)」を記入する。
※３	「特定作業受託」欄には、作目別に、主な基幹作業 (水稲にあっては、「耕起・代かき、田植、稲刈り・脱穀」、麦及び大豆にあっては、「耕起・整地、播種、収穫」、その他の作目にあっては、「これらに準ずる農作業」という。) を受託する農用地 (申請者が当該農用地に係る収穫物についての販売委託を引き受けることにより販売名義を有し、かつ当該販売委託を引き受けた農産物に係る販売収入の処分権を有するものに限る。) の面積及び生産量を記入する。
※４	「経営面積合計」欄は、各経営作目の経営面積及び特定作業受託面積の合計を記入する。
※５	「経営規模の作業受託」欄は、特定作業受託以外の作業受託延べ面積を記入する。
※６	「雇用の臨時雇用」の欄には、１人８時間として計算し、年間雇用時間を８で除した人数を延べ人数として記入すること。
※７ 　事業実施主体が、農業者が組織する団体の場合、実証ほを設置する農業者の経営状況を記入する。

(2)生産コストの削減目標
	[bookmark: _Hlk96286539]
	現状値(令和〇年度)
（事業開始前年度）
	令和〇年度
（事業実施１年目）
	令和〇年度
（事業実施２年目）
	目標値（令和〇年度）
（事業終了後２年後）

	
	単収
(kg/10a)
	生産コスト
(円/10a)
	単収
(kg/10a)
	生産コスト
(円/10a)
	単収
(kg/10a)
	生産コスト
(円/10a)
	単収
(kg/10a)
	生産コスト
(円/10a)

	10a当たりの米生産コスト
	
	
	
	
	
	
	
	


[bookmark: _Hlk96288366]※１　成果目標については、１０ａ当たりの米生産コストで設定する。
※２　生産コストについては、現状値を別紙様式２－１に詳細を記入し添付すること。

３　農地所有適格法人となるまでの取組計画
(事業実施年に第２ 1に記載した農業者が農地所有適格法人になっていない場合は記載する。)
	時　期
	実　施　す　る　事　項

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	


※１	「時期」欄には、農地所有適格法人となるまでに取り組む事項それぞれについて、予定する年及び月を記入すること。ただし、先進事例の調査など日程調整が必要となるような取組については、概ねの実施予定時期とする。
※２	「実施する事項」欄には、農地所有適格法人となるまでに取り組む、先進事例の調査、法人経営に関する相談会や研修会の参加、設立準備会の開催、発起人会の設立、定款の作成、創立総会の開催等の具体的な内容を記載する。





４　取組方針及び事業実施内容
　(1)１年目
	取組内容
	取組方針
	実施予定の取組内容
	実施時期、経費
	取組の現状及び目標
	その他

	(1)生産実践事業
	
	
	
	
	

	
	①低コスト技術実証に係る取組
	
	
	
	
	

	
	②生産コスト分析に係る取組（経営調査）
	
	
	
	
	

	
	③その他
	
	
	
	
	

	(2)生産整備事業
	
	
	
	
	

	
	スマート農業機械の導入
	
	
	
	
	



　　(2)２年目
	取組内容
	取組方針
	実施予定の取組内容
	実施時期、経費
	取組の現状及び目標
	その他

	(1)生産実践事業
	
	
	
	
	

	
	①低コスト技術実証に係る取組
	
	
	
	
	

	
	②生産コスト分析に係る取組（経営調査）
	
	
	
	
	

	
	③その他
	
	
	
	
	

	(2)生産整備事業
	
	
	
	
	

	
	スマート農業機械の導入
	
	
	
	
	


※事業実施の１、２年目の取組をそれぞれ記載する｡２年目の事業計画の申請時には、１年目の項目は実績を記入する。




(3)生産整備事業の実施内容 
ア　生産コストの削減に向けた機械の導入と効果
	機械・施設の導入予定 

· 単純更新としてではなく、規模拡大や機能増強、新規導入に関するものを記入
	機種名・仕様・台数・金額
	説明 (選定理由・導入時期等)

	
	
	

	
	
	

	
	
	


イ　導入するスマート農業機械の先進性・優位性
	


ウ　導入するスマート農業機械のコスト削減の効果　普及可能性
	


エ　導入するスマート農業機械の地域への普及可能性
	


※１	ア 業者から取った見積額を記入すること。併せて規模決定根拠がわかる資料を添付すること。
※２　イ 欄には、導入するスマート農業機械の先進性・優位性について、従来の農業機械と比較するなどしてわかりやすく記載すること。
※３　ウ 欄には、導入するスマート農業機械のコスト削減効果について、従来の農業機械や作業時間等を比較するなどしてわかりやすく記載すること。
※４	エ 欄には、導入・活用が見込まれる作業等を示すことにより、地域において、どの程度普及するかを具体的に記載すること。

　(4)実証に関わる関係機関、メーカー等








第４　必要経費
(1)経費の配分区分及び負担区分

	取組内容
	実施時期
	事業量
(単価、回数、面積等）
	補助事業に要する経費(円)
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	県補助金
	市町費
	その他
	

	(1)生産実践事業
	
	
	
	
	
	
	

	
	①低コスト技術実証に係る取組
	
	
	
	
	
	
	

	
	②生産コスト分析に係る取組（経営調査）
	
	
	
	
	
	
	

	
	③その他
	
	
	
	
	
	
	

	(2)生産整備事業
	
	
	
	
	
	
	

	
	スマート農業機械の導入
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


(2)収支予算
収入の部
	区分
	本年度予算額（円）
	前年度予算額（円）
（又は本年度精算額）
	比較
	備考

	
	
	
	増
	△減
	

	県補助金
	
	
	
	
	

	市町費
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	










支出の部
	取組内容
	経費の分類
	本年度予算額（円）
	前年度予算額（円）
（又は本年度精算額）
	比較
	比較
	備考

	
	
	
	
	増
	△減
	

	(1)生産実践事業
	
	
	
	
	
	

	
	①低コスト技術実証に係る取組
	
	
	
	
	
	

	
	②生産コスト分析に係る取組（経営調査）
	
	
	
	
	
	

	
	③その他
	
	
	
	
	
	

	(2)生産整備事業
	
	
	
	
	
	

	
	スマート農業機械の導入
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※１：各費目の細目ごとに具体的に記入し、備考欄には経費積算の基礎等を記入すること。基礎等は別添資料でも可。
※２：適宜、行を追加して記入すること。

第５　添付資料
· 定款（事業実施主体が農地所有適格法人の場合）
· 規約（事業実施主体が農業者で構成する団体の場合）
· 構成員名簿（事業実施主体が農業者で構成する団体の場合）
○ 別紙様式１－２（生産コストの詳細）
